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議第２３号 

 

令和５年度富士宮市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和５年度富士宮市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 13,370,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､

 600,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 

 

令和５年２月８日 提出 

 

                                            静岡県富士宮市長 須 藤 秀 忠 
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給  与  費  明  細  書 
１ 特別職 

（単位 千円） 

区  分 
職員数 

(人) 

給   与   費 
共済費 合  計 備  考 

報   酬 給   料 期末手当 計 

本 

 

年 

 

度 

長 等         

議 員         

その他の

特別職 
14 333   333  333  

計 14 333   333  333  

前 

 

年 

 

度 

長 等         

議 員         

その他の

特別職 
14 333   333  333  

計 14 333   333  333  

比 

 

 

較 

長 等         

議 員         

その他の

特別職 
0 0   0  0  

計 0 0   0  0  

 

２ 一般職 

（１） 総 括 

  (単位 千円） 

区 分 
職員数 

(人) 

給         与         費 
共 済 費 合  計 備  考 

報  酬 給   料 職員手当 計 

本年度 24 19,020 49,647 34,855 103,522 19,848 123,370  

前年度 24 16,646 55,632 38,182 110,460 20,584 131,044  

比 較 0 2,374 △ 5,985 △ 3,327 △ 6,938 △ 736 △ 7,674  

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（１） 

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 
特殊勤務 

手   当 

時 間 外 

勤務手当 

管 理 職 

手  当 

本年度 738 1,533 996 1,750 84 5,500 687 

前年度 558 1,707 1,764 1,358 84 6,000 687 

比 較 180  △ 174  △ 768  392 0 △ 500 0 

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（２） 

区  分 期末手当 勤勉手当 
 

 
    

本年度 14,693 8,874      

前年度 16,473 9,551      

比 較 △ 1,780 △ 677      
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（ア） 会計年度任用職員以外の職員                                            (単位 千円） 

区 分 
職員数 

(人) 

給         与         費 
共 済 費 合  計 備  考 

報  酬 給   料 職員手当 計 

本年度 14  49,647 31,056 80,703 16,487 97,190  

前年度 16  55,632 34,650 90,282 17,736 108,018  

比 較 △ 2   △ 5,985 △ 3,594 △ 9,579 △ 1,249 △ 10,828    

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（１） 

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 
特殊勤務 

手   当 

時 間 外 

勤務手当 

管 理 職 

手  当 

本年度 738 1,533 996 1,750 84 5,500 687 

前年度 558 1,707 1,764 1,358 84 6,000 687 

比 較 180  △ 174  △ 768  392 0 △ 500 0 

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（２） 

区  分 期末手当 勤勉手当 
 

 
    

本年度 10,894 8,874      

前年度 12,941 9,551      

比 較 △ 2,047 △ 677      

 

（イ） 会計年度任用職員                            (単位 千円） 

区 分 
職員数 

(人) 

給         与         費 
共 済 費 合  計 備  考 

報  酬 給   料 職員手当 計 

本年度 10 19,020  3,799 22,819 3,361 26,180  

前年度 8 16,646  3,532 20,178 2,848 23,026  

比 較 2 2,374  267 2,641 513 3,154  

(単位 千円） 

 

職 員 

手 当 

の内訳 

 

区  分 期末手当       

本年度 3,799       

前年度 3,532       

比 較 267       
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（２） 給料及び職員手当の増減額明細 

(単位 千円） 

区  分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説     明 備 考 

給  料  △ 5,985 

給 与 改 定 に 

伴 う 増 減 分 
199   

昇 給 に 

伴 う 増 加 分 
830 平均昇給率         1.8％ 対象職員数 14人  

その他の増減分 △ 7,014 職員の変動等による増減 

職員数 

本年度     14人 

前年度     16人 

増 減  △ 2人 

職員手当  △ 3,327 

制 度 改 正 に 

伴 う 増 減 分 
444 勤勉手当               

その他の増減分 △ 3,771 その他          

 

(３) 給料及び職員手当の状況 

 （ア）級別職員数 

区 分 

令和５年１月１日 現在 令和４年１月１日 現在 

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

８級         

７級 1 6.3   1 6.3   

６級 2 12.5   2 12.5   

５級 1 6.3   1 6.3   

４級 2 12.5   2 12.5   

３級 3 18.7   2 12.5   

２級 3 18.7   6 37.4   

１級 4 25.0   2 12.5   

計 16 100.0   16 100.0   
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 (級別の基準となる職務） 

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

一  般 

行政職 

部 長 

参 事 

課 長 

参 事 

室 長 

主 幹 

係  長 

主任主査 

特に高度の

知識及び経

験を必要と

する主査 

主 査 主 事 事務員 

技  能 

労務職 
        

 

（イ）職員一人当たり給与 

区  分 
令和５年１月１日  現在 令和４年１月１日  現在 

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 279,081円  284,925円  

平均給与月額 348,324円  327,044円  

平 均 年 齢 36歳11月  38歳2月  

 

（ウ）初任給 

区  分 一般行政職 技能労務職 
国 の 制 度 

一般行政職 技能労務職 

高校卒 158,900円 154,600円 154,600円 151,900円 

大学卒 191,700円  185,200円  

 

（エ）期末勤勉手当の支給率 

区 分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 
備  考 

６月 １２月 

本 年 度 
(1.15) 

2.20 

(1.15) 

2.20 

(2.30) 

4.40 
有  

前 年 度 
(1.125) 

2.15 

(1.125) 

2.15 

(2.25) 

4.30 
有  

国の制度 
(1.15) 

2.20 

(1.15) 

2.20 

(2.30) 

4.40 
有  

（ ）内は再任用職員の支給率 

 

（オ）地域手当 

支給対象地域      全  域 

 

支 給 率（％） 3 

支 給 対 象 職 員 数（人） 14 

国 の 指 定 基 準 に 

基 づ く 支 給 率（％） 
3 
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  (カ）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区  分 

2 0 年勤続 

の者 

(月分) 

2 5 年勤続 

の者 

(月分) 

3 5 年勤続 

の者 

(月分) 

最 高 限 度 

 

(月分) 

その他の 

加算措置等 
備 考 

支
給
率
等 

応募認

定退職 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退 

職者特例措置 

(3%～45%) 

 

定 年 

退 職 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし 

 

国の制度 

(支給率等) 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退 

職者特例措置 

(3%～45%) 

 

 

（キ）特殊勤務手当 

区  分 全職種 
代表的な職種  

一般行政職 技能労務職 

給 料 総 額 に 

対 す る 比 率 

％ 

0.08 

％ 

0.08 

％ 

支 給 対 象 職 員 の 比 率 

（令和５年１月１日現在） 

％ 

6.30 

％ 

6.30 

％ 

代表的な特殊勤務手当の名称 普通税務手当 

 

（ク）その他の手当  

区   分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 異 

 

持 家 

（市） 

4,500円 

 

      （国） 

      ―    

 

通 勤 手 当 異 

 

 

交通機関 

利 用 者 

 

交通用具 

利 用 者 

（市） 

 

       全額限度 

    （55,000円） 

 

   6,400円 

  ～ 31,600円 

（国） 

 

最高限度 

    （55,000円） 

 

    2,000円 

  ～ 31,600円 
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

（単位 千円） 

事   項 限度額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降 

の支出予定額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 市 債 その他 

   年度   年度      

コンビニエンス

ストア収納代行

委託料 

2,535   令和5 2,535   2,535  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


